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はじめに 
私たちの飯田市は、「環境文化都市」を宣言

し、常に人と自然の関わりを見つめながら、日

常生活から事業活動まですべての営みが自然

と調和するまちづくりを目指して環境政策を

展開しています。この環境政策の指針となって

いるのは、平成８(1996)年に定めた飯田市環

境基本条例と、21’いいだ環境プランです。こ

れらは、いずれも人類共通の課題である今日の

環境問題に対して地域全体で取り組み、持続可

能なまちづくりを進めていくことを基本理念

としています。 

今日の環境問題は、地球温暖化の深刻化、生

物多様性の低下、ごみ問題など、日常生活や事

業活動による環境への負荷の増大に起因する

ものが多くなっています。そして、その原因や

影響は複雑で多岐に渡り、地球全体に及ぶ空間

的な広がりと、過去の世代から将来にまで及ぶ

時間的な広がりを持っています。また、私たち

自身が被害者であると同時に加害者でもある

という側面も持っています。 

21’いいだ環境プランでは、策定当初に次の

ような環境像や施策目標などを示し、施策の展

開を始めました。これらは多少の変更はあるも

のの、今日に至るまで飯田市の環境行政の基盤

となっています。 

◆望ましい環境像： 

「空あかるく風にほやかなるまち、いいだ」 

◆政策展開の理念： 

循環・共生・参加・個性                                                    
1 環境マネジメントシステム:組織や事業者が、その運営や経営の中で環境保全や環境に関する指針を設定し、

総合的に取り組みを進めていく仕組み。 

◆政策展開の方針： 

「きづかいのまちづくり」 

◆施策目標(柱)： 

「廃棄物の削減と適正処理」「地球環境問題

への対応」「緑の保全と創出」 

「良好な景観の形成」「安全なまちづくり」

「意識づくり」 

21’いいだ環境プランは、平成14(2002)年、

平成20(2008)年、平成24(2012)年にそれぞ

れ改訂が行われてきました。改訂の過程におい

て、行政、事業者、市民が協働しながら、ごみ

処理費用負担制度の導入、容器包装などのリサ

イクルの推進、太陽光発電設備の普及、森林の

整備、環境マネジメントシステム1の展開など

に取り組み、次第に深化させて今日に至ってい

ます。 

一方、平成23(2011)年３月11日に発生した

東日本大震災は、故郷の自然、地域社会、人々

の暮らしと命を一瞬にして破壊し、私たちに自

然の猛威と人知の未熟さを痛感させました。同

時に、私たちの生活は、普段は意識していなく

ても、母なる自然の営みによる、多様な生命の

つながりの中で営まれていることを再確認し

ました。 

私たちは、人と自然との関わりの意味をこれ

までとは違う重さで受け止め、日常生活から事

業活動までのすべての営みが自然と調和する

ことの大切さを改めて考える必要があります。

今こそ、現在の経済社会システムや生活様式を
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見直していく「環境優先の時代」が到来してい

るといえます。 

環境問題の解決への道のりは、長く険しいも

のがあります。しかし、私たちは、「環境」を

すべての基本に置いて、持続可能な社会の構築

を目指さなければなりません。そのためには、

国、地方自治体はもとより、地域、事業者、市

民などの全ての主体が、公平に役割を分担し、

絆を強め、共に「飯田らしい環境を創る」とい

う段階に歩みを進めるべきです。 

飯田市は、リニア時代にふさわしい「小さな

世界都市・多機能高付加価値都市圏2」を目指

し、新たな歩みを始めました。環境先進都市と

して評価されている現在の飯田市の取組みを

更に発展させ、長期的な都市像である「環境文

化都市3」を目指したまちづくりを進めるため、

21’いいだ環境プランの第４次改訂を行います。

 

第４次改訂の狙い 

(1) 21’いいだ環境プラン第４次改訂は、第３次改訂版の対象期間(平成24(2012)年４月～平成

29(2017)年３月)の満了に伴って行います。 

(2) 第３次改訂版の対象期間中には、以下に掲げる環境政策を取り巻く状況の変化があったほ

か、今後の予定も明らかになっています。これらを今回の改訂に反映させるとともに、飯田市

の基本構想および政策施策の体系を定める計画「いいだ未来デザイン2028」(以下「いいだ未

来デザイン2028」という。)の策定に合わせて改訂を行うものです。 

◆新規事項 

①飯田市再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関する条例の施行(平

成25(2013)年度) 

②飯田市ポイ捨て等防止及び環境美化を推進する市民条例の施行(平成26(2014)年度) 

③南アルプスがユネスコエコパーク4に登録(平成26(2014)年度) 

④南信州広域連合が建設するごみ中間処理施設（稲葉クリーンセンター）への移行に伴う

ごみ分別内容等の変更（平成29(2017)年９月予定） 

⑤リニア中央新幹線計画の具体化                                                    
2 小さな世界都市・多機能高付加価値都市圏:「リニア将来ビジョン（平成 22 (2010)年 11 月リニア将来構想検

討会議策定）」に位置付けられた対外的にめざす地域像のひとつで、地域のブランドを確立した先駆的なモデル
都市。 

3 環境文化都市:長期的に環境を優先した意識を持ち、自然環境や文化を活かした人も自然も輝く個性あるまち
として目指す都市像として平成 19(2007)年３月に宣言したもの。(P 12 に記載) 

4 ユネスコエコパーク: 生物圏保存地域（Biosphere Reserves: BR）をいい、昭和 51(1976)年にユネスコ（国
際連合教育科学文化機構）が開始した。ユネスコの自然科学セクターで実施される「ユネスコ人間と生物圏
（MAB:Man and the Biosphere）計画」における一事業として実施されている。生態系の保全と持続可能な
利活用の調和を目的としており、保護・保全だけでなく自然と人間社会の共生に重点が置かれている。 
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◆見直し事項 

①飯田市環境モデル都市行動計画が第２次に移行(平成26(2014)年度) 

②飯田市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の策定(平成29(2017)年度) 

③飯田市分別収集計画の策定(平成26(2014)年度) (平成29(2017)年度) 

④環境保全条例の改正(平成25(2013)年度)※屋外堆積場を主とした改正 

⑤下水道整備基本計画が終了し、第１次飯田市下水道事業経営計画へ移行(平成26(2014)年度) 

⑥ISO 14001が2015年版に改訂(平成27(2015)年度) 

(3) 世界的には、気候変動に関する政府間パネル(IPCC)5から、第５次評価報告書(AR5)が提出

され、これを受けて気候変動枠組条約6第21回締約国会議(COP21)において、「パリ協定7」

が採択され、平成28(2016)年11月４日に発効したことも考慮すべき事項です。 

(4) 上記第５次報告書を受け、政府からも平成28(2016)年５月に「気候変動の影響への適応計

画」が示され、気候変動への適応策の重要性が増し、長期的な課題となっています。 

(5) 飯田市の施策は、「いいだ未来デザイン2028」に基づき、「環境」をすべての基本におい

て行うため、第３次改訂版同様、このプランの進行管理は「いいだ未来デザイン2028」およ

び飯田市環境マネジメントシステムによる進行管理と連動させて行います。 

 

21’いいだ環境プランのこれまでの歩み  
●21’いいだ環境プラン(対象期間：平成８(1996)年12月～平成14(2002)年７月) 

「21’いいだ環境プラン」は、「環境文化都市」を目指す都市像として掲げた第４次飯田市基本構

想における、環境政策分野の総合的行政計画として策定しました。 

◆主な取組み 

①３Ｒ(リデュース・リユース・リサイクル)の推進のため、ごみ処理費用負担制度を導入し、分

別の徹底を図りました。 

②住宅用太陽光発電設備や太陽熱温水器の設置補助制度を導入しました。平成28(2016)年３月

末現在、太陽光発電は、世帯数の8.3％程度にまで普及しています。                                                    
5  気候変動に関する政府間パネル(IPCC):地球温暖化をはじめとした気候変動の科学的な研究の収集や整理を

行い、気候変動について科学的な知見を広く提供・公開を行う国連の機関。 
6 気候変動枠組条約:地球温暖化問題に関する国際的な枠組みを設定した多国間で結ばれた環境条約のことで、

大気中の温室効果ガス濃度を安定させることを目的としている。 
7 パリ協定:「世界の平均気温上昇を２℃未満に抑える」ことを全体目標とした、途上国を含むすべての国が参

加する 2020 年以降の新たな温暖化対策についての協定。平成 28(2016)年 11 月４日発効。日本は同月８日
に批准。 
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③市の公用車に、ハイブリッド車の導入を始めました。

④緑化樹木選定指針に基づき、街路樹や公共施設などの植樹を行うようにしました。

⑤環境教育と里山保全の場として、各学校で学友林の整備を行いました。

⑥水質汚濁防止や騒音対策などを進めるために、定期的な観測測定を行うようにしました。

⑦市民が積極的に身近な環境保全に関われるように、飯田市環境調査員 以下「環境チェッカー」

という。 制度を導入しました。

⑧市民同士が環境について学び合えるように、環境アドバイザー制度 を設けました。

⑨市役所が を認証取得するとともに、「地域ぐるみで へ挑戦しよう研究会 現

地域ぐるみ環境 研究会 」に加入し、日常的な環境負荷の低減に取り組むようになりました。

⑩市内の企業が開発した環境配慮型製品を「ぐりいいんだ」として認定し、公表する制度を設け

ました。

●第１次改訂版 対象期間：平成 年８月～平成 年２月

基本的な部分を継承しつつ、市民の主体的な参加を得て、内容を見直しました。

◆主な取組み

①桐林クリーンセンター建設に伴い、ごみの資源化や分別の適正化に努めた結果、廃棄物の減量

が進むようになってきました。

②木質バイオマス 利用への取組みを始め、公共施設へのストーブ、ボイラーの設置や住宅向け

補助制度を導入しました。

③環境省の「環境と経済の好循環のまちモデル事業 通称 「平成のまほろば」まちづくり事業 」

の採択を受け、太陽光市民共同発電プロジェクト や 事業 が動き出すなど、自然エネル

ギー利用や省エネルギーへの取組みが大きく前進しました。

④飯田市景観条例や飯田市緑の育成条例が施行され、市街地の緑化や景観形成を、計画的かつ市

民参加で実施していく仕組みが動き出しました。

⑤地域自治組織が発足し、環境保全や防災などでの地域の主体的な活動が大きくなりました。                                                   
 ハイブリッド車 エンジンとモーターなどの二種類の異なる動力源を搭載した自動車。（HV=Hybrid Vehicle）

環境アドバイザー制度 環境の保全及び創造に関して、専門的な知識や技術を有する方を支援したり、市民

の方へ紹介するための飯田市の制度。

 国際標準化機構（本部=スイス・ジュネーブ）が定める環境マネジメントシステムの国際規格

のこと。（ISO=International Organization for Standardization）

木質バイオマス 樹木由来の生物資源のこと。伐採された樹木や枝葉、製材で生じる樹皮、のこくずなどを指す。

太陽光市民共同発電プロジェクト 公共施設に設置した発電設備で発電した電気を、その施設の利用者が利

用することで環境に貢献できることとした公民協働によるプロジェクト名。

事業 の略で、顧客の光熱水費等の経費削減を行い、その削減実績から対

価を得るサービスを提供する企業などのこと。
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⑥環境自治体会議14いいだ会議の開催やこども環境会議など、環境のまちづくりを学び合う場が

設けられ、多くの市民が参加し、自分たちの取組みを再確認しました。 

⑦NPO/NGOが主催する「日本の環境首都コンテスト15」において、度々表彰されるようになり、

環境への取組みが全国に知られるようになりました。 

⑧市役所がISO 14001の運用を、自己適合宣言に切り替えました。 

⑨「地域ぐるみ環境ISO研究会」が、地域簡易版のEMS16「南信州いいむす2117」を構築し、地

域内の事業所への普及を始めました。平成28(2016)年３月現在、61事業所が取得しています。 

 

●第２次改訂版(対象期間：平成20(2008)年３月～平成24(2012)年３月) 

飯田市第５次基本構想基本計画の策定と「環境文化都市宣言」を受けて改訂を行いました。市民

参加による内容の見直しなどを行い、施策の柱の一つである「各分野を支える基盤的施策」を「環

境と経済が好循環したまちづくり」に変更し、また、リーディング事業18を設けました。さらに、

期間中に内閣府から「環境モデル都市19」に選定され、自然エネルギー利用の普及を強化するとと

もに、公民協働で事業を行っていくという方向が定まりました。 

◆主な取組み 

①平成20(2008)年度に内閣府から「環境モデル都市」に選定されました。 

②平成22(2010)年度の第10回(最終回)「日本の環境首都コンテスト」において「明日(あした)

の環境首都賞」を受賞しました。 

③南信州地域において、買い物時のレジ袋削減の取組みとして、レジ袋有料化を導入しました。今で

は、マイバッグ持参が定着しています。 

④新最終処分場(グリーンバレー千代)が整備され、ごみの減量化(リデュース)への取組みが強化

されました。 

⑤桐林クリーンセンター敷地内に広域連合が「リサイクルセンター」を整備し、リユースへの取

組みを強化し始めました。                                                    
14 環境自治体会議:地球環境問題の解決に向けて重要な役割を担うのは、基礎自治体であるという考えに基づ

き、環境政策の推進を目指し、基礎自治体間で連携するために設立された組織。 
15 日本の環境首都コンテスト:ドイツで実施されたコンテストを参考に、市民の視点からの環境自治体づくり

支援や環境問題に関する情報の相互交換の促進を目的としたコンテスト。 
16 EMS:環境マネジメントシステムの略。 
17 南信州いいむす 21:国際規格である ISO 14001 の基本的な取組を地域ぐるみで環境改善活動に繋げるため

に簡易なシステムとして、南信州地域の事業所に合った環境管理規格のこと。（いいむす=E〔いい〕M
〔む〕S〔す〕） 

18 リーディング事業:計画を進める上で核となり、先導的な役割を果たす事業。 
19 環境モデル都市:内閣府が、低炭素社会の姿を具体的にわかりやすく示すために、低炭素社会の実現に向け

高い目標を掲げて先駆的な取組にチャレンジしているとして選定した都市。 
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⑥市民の意見を背景に、使用済物品などを適正に保管するための環境保全条例改正が行われまし

た。 

⑦ごみのポイ捨てや不法投棄に対する市民の目が厳しくなり、地域での啓発防止活動が盛んにな

るとともに、行政の取組み強化が求められるようになりました。 

⑧アレチウリの駆除や河川敷の環境美化などの自主的な地域活動が盛んになってきました。 

⑨南アルプス高山植物等保全対策連絡会と連携して、ニホンジカなどの増加により脅かされる高

山植物の種の保全に取り組みはじめました。 

⑩東日本大震災に伴う原発事故の影響の懸念から、空間放射線量などの測定を始めました。 

⑪「りんご並木のエコハウス」が建設され、環境を意識した市民サロンの開催など活発に利用さ

れています。年間１万人近い人が訪れています。 

⑫太陽光発電の普及を促進する手段の一つとして、初期投資不要の「おひさま０円システム」が

始まりました。 

⑬中部電力株式会社との協働による｢メガソーラーいいだ｣が川路地区に整備され、運転が始まり

ました。 

⑭移動手段の低炭素化20を促す「自転車市民共同利用システム」の運用が始まりました。 

⑮バイオマスタウン構想21を策定し、木質バイオマス普及について、通年需要の開拓、原料と製

品の流通システムの整備という課題への取組みが始まりました。 

⑯地元企業が共同開発したLED防犯灯が、市内だけでなく市外でも採用され普及が進みました。 

 

●第３次改訂版(対象期間：平成24(2012)年４月～平成29(2017)年３月) 

第２次改訂版の対象期間中に発生した環境政策を取り巻く状況の変化を反映させるとともに、改

訂時期が第５次飯田市基本構想後期基本計画の策定時期と重ったことを受けて改訂を行いました。 

◆主な取組み 

①平成25(2013)年度に、飯田市再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関す

る条例が施行され、地域等においてこの条例に基づき行われる再生可能エネルギー事業(以下、

「地域公共再生エネルギー活用事業」という。)への取組みが本格化しました。また、上村地区

では、小沢川を活用した小水力発電による持続可能な地域づくりに向け、認可地縁団体である

上村まちづくり委員会が出資し、株式会社を設立しました。                                                    
20 低炭素化:温室効果ガスの中でも、温暖化への影響が著しいと考えられている二酸化炭素の排出を可能な限

り抑えることを指す。 
21 バイオマスタウン構想:地域に眠っている森林資源や捨てられている食品残渣などのエネルギーとなり得る

バイオマスを、効率よくかつ地域全体で活用するための都市構想。 

序章 21’いいだ環境プランのこれまでの歩み 

http://www.city.iida.lg.jp/reiki_int/reiki_honbun/e706RG00001277.html
http://www.city.iida.lg.jp/reiki_int/reiki_honbun/e706RG00001277.html
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②平成26(2014)年度に、飯田市ポイ捨て等防止及び環境美化を推進する市民条例が施行され、

美しいまちを将来の世代へ引き継ぐ取組みが強化されました。 

③平成26(2014)年度に、南アルプスがユネスコエコパークに登録され、自治体の枠を超えて生

物多様性の取組みを行っていくことで、豊かな自然を継承していく取り組みが始まりました。 

④多様な主体による協働の重要性が高まってきたことを踏まえ、飯田市の環境政策の課題を行

政、地域、事業者、市民が共有し、更なる協働を進めることとなりました。 

⑤プランの進行管理を、第５次飯田市基本構想後期基本計画および飯田市環境マネジメントシス

テムISO 14001による進行管理と連動させました。 

 

序章 21’いいだ環境プランのこれまでの歩み 
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21’いいだ環境プランの構成 
第１章…環境政策の基本理念、目指す方向、推進体制を説明します。  

第２章…このプランに基づいて行われる、具体的な環境政策を説明します。  

第３章…飯田市役所が一事業所として取り組んでいる環境マネジメントシステムについ

て説明します。 

資料編…21’いいだ環境プラン策定の歩み、飯田市の環境の状況など 

 

コラム 環境モデル都市とは？ 

将来にわたって、国が目指すべき低炭素社会の姿を具体的にわかりやすく示すため

に、低炭素社会の実現に向け高い目標を掲げて先駆的な取組みにチャレンジしている都

市を環境モデル都市として政府が選定しています。 

平成 21(2009)年度に飯田市を含め、13 都市が選定されました。飯田市は、長年にわ

たって環境文化都市として、市民、事業者、行政が一体となって低炭素社会の実現に向

けた地球温暖化対策の取組みを続けてきたことが評価されての選定でした。東日本大震

災後は、エネルギー問題がクローズアップされる中、低炭素都市づくりの取組みを全国

に一層普及させるため、平成 24(2012)年度に７都市、平成 25(2013)年度に３都市が

さらに選定されました。選定された都市では、地域資源を最大限に活用し、分野横断的

かつ主体間の垣根を越えた取組みにより、低炭素化と持続的発展を両立する地域モデル

の実現を目指しています。 

●全国の環境モデル都市 

序章 21’いいだ環境プランの構成 
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第１章 21’いいだ環境プランの基本事項  
この章は、環境プランの基礎的事項や環境をすべての基本に置きながら飯田市の政策を進め

ていくときの考え方について説明します。 

 

第１節 21’いいだ環境プランとは 
21’いいだ環境プランの内容と方向性について示します。 

 

第２節 21’いいだ環境プランの基本的事項 
21’いいだ環境プランの基本理念、対象期間などを示します。 

 

第３節 現代の環境問題を取り巻く状況と環境政策 
持続可能な社会を形成するため、現状把握と必要な考え方を示します。 

 

第４節 21’いいだ環境プランの政策体系と推進体制 
21’いいだ環境プランの政策体系と進行体制を示します。 

第 1 章 21’いいだ環境プランの基本事項 
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第１節 21’いいだ環境プランとは 
 

21’いいだ環境プランとは、飯田市環境基本条例第７条に基づき、環境の保全および創造

に関する政策を総合的かつ計画的に推進するために策定する計画です。 

具体的には以下のような内容です。 

１ 飯田市環境基本条例が示す環境政策の理念をより詳細に記述します。これは、「いいだ

未来デザイン2028」における「戦略計画」「分野別計画」を、環境をすべての基本に置き

ながら進める際の指針となるべきものです。 

２ 「いいだ未来デザイン2028」の「目指すまちの姿」に定める８つのまち、特に「人と自

然が共生する環境のまち」の内容を具現化する計画として方向性を示します。 

３ 飯田市役所の環境マネジメントシステムの基礎になる環境配慮指針を示します。このシ

ステムは、飯田市役所のすべての政策を環境面からマネジメントすることで、地域を持続

可能にしていくことに寄与することを目指すものです。 

飯田市環境基本条例第７条 

(環境計画の策定等) 

第７条 市長は、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するた

め、環境計画を策定しなければならない。 

２ 環境計画においては、環境の保全及び創造に関する目標、目標を達成するための施

策、環境配慮指針その他の必要な事項を定めるものとする。 

   

第 1 章第 1 節 21’いいだ環境プランとは 
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第２節 21’いいだ環境プランの基本的事項 
１ 基本理念 

21’いいだ環境プラン第４次改訂版(以下「本プラン」という。)は、飯田市環境基本条例前文

および第２条に定める基本理念に則り、環境政策を推進していきます。 

飯田環境基本条例前文 

私たちの郷土、飯田市は、南アルプスや中央アルプスをはじめとする山並みに囲まれ、天

竜川沿いの河岸段丘に発達した、伝統文化の息づくまちである。美しく雄大な自然に抱かれ、

その豊かな水や緑は、古来より、市民生活に潤いを与え地場産業の発展を促すなど、様々な

恵みをもたらしてきた。 

しかしながら、近年は、過去のような産業公害が減少する一方において、大量消費、大量

廃棄型の社会経済活動の定着や無秩序な都市化の進展により、廃棄物の増大、生活排水や自

動車などによる都市・生活型公害、身近な自然の減少、良好な景観の破壊など新たな環境問

題が顕在化してきている。 

私たちは、ともすれば、生産の向上と便利な生活を追求するあまり、人類も生態系の中の

一員であり、自然や文化の深い恩恵にはぐくまれて生存できることを忘れがちとなり、日々

の活動による環境への影響は、地球的規模にまで拡大した。人類共通の重要な課題となった

地球環境問題は、その解決に向けてわが国の地方自治体にも、大きな役割が求められてきて

いる。 

今こそ私たちは、広い視野に立って、すべての人々が健全で豊かな環境の恵沢を享受する

とともに、将来の世代に良好な環境を引き継いでいく責務を有することを認識し、環境への

負荷を低減するため、すべての者の公平な役割分担の下に社会経済システムや生活様式の変

革を図っていかなければならない。 

このような認識の下、私たちは、市民の総意として、美しい環境と文化の香りに包まれた

持続的に発展することができる都市を、強い意志と行動により築くことを決意し、この条例

を制定する。 

 (基本理念) 

第２条 環境の保全及び創造は、情報の適切な提供及び施策の策定等への市民参加を通じて、

現在及び将来の市民の健全で豊かな環境の恵沢を享受する権利の実現を図ることにより、

健康で文化的な生活の確保を目的として積極的に推進されなければならない。 

２ 環境の保全及び創造は、環境の復元力には限界があることにかんがみ、環境資源の節度

第１章第 2 節 21’いいだ環境プランの基本的事項 
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ある利用を行うこと及び環境の保全上の支障を未然に防止することを旨とし、環境への負

荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築を目指し、すべての者の公平な役割分担の下に

積極的に取り組むことによって行われなければならない。 

３ 地球環境保全は、地域の環境が地球環境に深くかかわっていることから、市、事業者及

び市民が自らの課題であるととらえ、それぞれの事業活動及び市民生活において積極的に

推進されなければならない。 

 

２ 目標年次と対象期間 
本プランの目標年次は平成32(2020)年度とし、対象期間は平成29(2017)年４月から平

成33(2021)年３月までの４年間とします。 

 

３ 行動理念 

本プランは、飯田市環境文化都市宣言の趣旨に則り、次の行動理念を掲げます。 

① 循環 

わたしたちは、限りある資源を大切に使うとともに再生可能な資源の活用に努め、環境

と経済が好循環する環境に配慮したまちづくりを推進します。 

② 共生 

わたしたちは、地球上に存在する生態系の一員として、自然と人の営みとの調和に努

めます。 

③ 参加 

わたしたちは、社会の一員として地域のよりよい環境を作るため、環境負荷の低減や

環境保全などの行動を自主的かつ積極的に行います。 

④ 国際的取組 

わたしたちは、地球上の一員として国際的な枠組みに積極的に取り組むとともに、環

境文化都市として率先して環境に配慮した住みやすいまちづくりを推進します。 

飯田市環境文化都市宣言                      平成19年３月 

私たち飯田市民は、地球環境問題が人類共通の課題であることに着目し、人と自然のかか

わりを見つめ直して、日々の生活から産業活動まですべての営みが自然と調和するまちづく

りに、先駆的に取り組んできました。 

第１章第 2 節 21’いいだ環境プランの基本的事項 





 

14  

そして、この山、里、街と、その外側を含むものが地球環境です。地球温暖化問題は、私た

ちの社会経済活動に起因する環境負荷が増大することで深刻化しつつあります。 

 

６ 環境プランの対象地域 
本プランが対象とする地域は、飯田市の全域とします。  

 
  

第１章第 2 節 21’いいだ環境プランの基本的事項 



 

15 

第３節 現代の環境問題を取り巻く状況と環境政策

１ 気候変動 と地球温暖化

気候変動に関する政府間パネル 第５

次評価報告書 によれば、今世紀末までの

世界平均気温の上昇は ～4.8℃の範囲に、

海面水位の上昇は ～ の範囲に入る

可能性が高いと予想されています。また、過去

（ 年～ 年）に世界平均地上気温は、

0.85℃上昇しています。このような気候変動

は、すでに自然や人間社会に影響を与え始めて

おり、さらに、深刻で不可逆的な影響が生じる

可能性が高まることが指摘されています。

これらのことに対し、平成 年 月

に開催された国連気候変動枠組条約第 回締

約国会議（ ）において、 年以降の

温暖化対策の国際枠組み「パリ協定」が締結さ

れ、平成 年 月４日に発効され、歴

史的な国際合意に基づき、化石燃料に依存しな

い脱炭素社会の実現を目指す取組みが始動す

ることとなりました。このことを受け、平成

年 月７日からモロッコで開かれ

た国連気候変動枠組条約第 回締約国会議

で、協定の第１回締約国会議

も同時に開催され、詳細なルール作りが本格化

しています。そのことに対する我が国の対応と

して、平成 年５月に閣議決定された                                                   
 気候変動:気候が様々な要因（自然要因として地球自転軸の傾きの変動や太陽活動の変化など、人為的要因

として森林破壊や温室効果ガス排出量の増加など）により変動すること。

 温室効果ガス:大気圏に存在し、地表から放射された赤外線等を吸収する気体の総称。二酸化炭素、オゾ

ン、メタンなどが該当。

「地球温暖化対策計画」では、今後も再生可能

エネルギーの普及を強力に進めていくことに

併せ、エネルギーの適切な利用を推進していく

こととするとともに、平成 年 月８

日に「パリ協定」を批准しました。

気候変動を抑制するためには、二酸化炭素を

始めとする温室効果ガス の排出を大幅かつ

持続的に削減する必要がありますが、将来、ど

のようなシナリオをとっても世界の平均気温

は上昇し、 世紀末に向けて気候変動の影響

リスクが高くなると予測されています。

このようなことからも、気候変動に対して、

温室効果ガスの排出の抑制などを行う「緩和策」

だけではなく、すでに現れている影響や中長期

的に避けられない影響に対する「適応策」を進

めることが求められています。

地球温暖化によってもたらされる気候変動

は、人類の生存基盤や社会経済の存立基盤を揺

るがす重大な脅威です。将来にわたって市民の

生命・身体・財産の安全を確保していくために

は、切れ目なく対策をしていかなければなりま

せん。

環境負荷の少ないエネルギーの導入、エネル

ギーの適切な利用、自動車から公共交通機関な

どへの乗り換え促進、低炭素な生活様式への転

換など、地域、事業者、家庭などでの環境負荷

第１章第３節 現代の環境問題を取り巻く状況と環境政策
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も、水源、森林、里山、農地などの保全、環境

美化などを適切に進めていくことが必要です。  
４ 継続した環境学習の必要性 

市民一人ひとりが、環境から与えられる計り

知れない恵みを理解し、環境を大切にする気持

ちを育むことが大切です。その上で、それぞれ

の日常生活の行動が環境にどのような影響を

及ぼしているか、また、そのことが自分たちの

生活や将来の世代にどのような影響があるか

など、人間と環境との相互作用について正しく

認識し、日常生活の行動に生かしていく必要が

あります。 

今日の環境教育・環境学習は、「環境に関心

を持ち、環境に対する人間の責任と役割を理解

し、環境保全活動へ参加することや問題解決に

資する能力を育成すること」を通じて、市民一

人ひとりが具体的行動に取り組み、持続可能な

生活様式や経済社会システムの実現に寄与す

るものと位置付けます。 

さらにこれを一歩進めて、市民の日常生活や

社会活動において環境負荷の少ない行動を現

実のものとし、持続可能な社会の実現に、目に

見える役割を果たすことが期待されています。 

また、環境問題の解決のためには、新たな問

題の発生を未然に防止していくための行動力、

科学的知見や考察を基にしたまちづくりを進

めることも必要であり、環境教育・環境学習に

は、このような面からの期待も高まっています。 

環境を大切に思う気持ちを将来にわたって

育み続けるために、大人はもちろんのこと、特

に次世代を担う子どもたちに主眼を置いた環

境教育・環境学習を推進する必要があります。 

環境学習は、「気づきから行動へ」を基本に

掲げ、教育機関や地域活動など様々な取組みの

場面において定着し、多様な主体との協働によ

って市全体に広がるように推進していきます。 
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第４節 21’いいだ環境プランの政策体系と推進体制 
１ 環境プランの政策体系 

本プランは、下図のような政策体系による政策を進めていきます。 

このプランの基本目標を実現するために、３つの具体的な環境分野に対応する政策とすべて

を包含する環境学習分野を設定します。 

 

２ 21’いいだ環境プランの基礎指標 
本プランの全体の進行状況は、次の指標によって管理します。  

指標一覧 

<指標１> 飯田市全体が排出する温室効果ガスの排出量(t-CO2) 

<指標２> 再生可能エネルギー利用等による温室効果ガスの削減量(t-CO2) 

<指標３> 市内の太陽光発電電力量が一般家庭の年間電力消費量に占める割合(％) 

<指標４> 環境負荷低減活動を継続的に実施している市民の割合(％) 

<指標５> 環境マネジメントシステムに取り組んでいる事業所数(所） 

<指標６> 一世帯あたりの温室効果ガス平均排出量(t-CO2) 

<指標７> 飯田市内の森林管理による温室効果ガスの吸収量(t-CO2) 

<指標８> 市民一人あたりが１日に排出するごみの量(家庭系一般廃棄物)(g) 

<指標９> 環境美化活動に取り組んだ市民等(地域、事業者、団体、市民)の割合(％) 

<指標 10> 自然とのふれあいを持ったことがある市民の割合(％) 

<指標 11> 一斉水辺等美化活動に参加した世帯の割合(％) 

<指標 12> 森林面積(国有林を除く)(ha) 

<指標 13> 森林で行う間伐面積のうち搬出間伐面積(ha)とその割合 (％) 

第１章第４節 21’いいだ環境プランの政策体系と推進体制 

 

   
全てを包含する環境学習分野  

環境学習の推進および環境人材の育成と活躍の場の整備 
人と自然が共生する環境のまち 

気候変動の緩和と適応 循環型社会の形成 自然環境・生活環境・ 
生物多様性の保全 

３つの具体的な環境分野 
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<指標 14> ユネスコエコパークエリア内のニホンジカの駆除頭数(頭)

<指標 15>  環境汚染に関する通報件数(件)

<指標 16>  微小粒子状物質(PM2.5)の現状と動向(μg/㎥)

<指標 17>  松川中流域および野底川の水質階級(水質階級Ⅰの生物指標の割合)(階級レベル)

<指標 18>  河川の BOD の環境基準値達成率(％)

<指標 19>  騒音の環境基準値達成率(％)

<指標 20>  悪臭の防止目標の基準値達成率(％) 

<指標 21>  有害物質の現状と動向(重大な影響の有無)

※本プランにおける温室効果ガスは、二酸化炭素を対象とします。

コラム 温室効果ガスについて

温室効果ガスとは、水蒸気、二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、亜酸化窒素（N20）、

フロンなどの温室効果があるガスのことを指しています。地球の平均気温は約 14 度で

すが、もしも地球上に温室効果ガスがなかったとすれば、平均気温は－19 度となり、生

命の存在できない極寒の星となるはずです。しかしながら地表の気温は、「太陽から届く

日射が大気を素通りして地表面で吸収され、加熱された地表面から赤外線の形で熱が放

射され、温室効果ガスがこの熱を吸収し、その一部を再び下向きに放射し地表面や下層

大気を加熱する」という仕組みにより生物の生存に適した気温に保たれています。

20 世後半からの人間の活動がより活発

になったことによって「温室効果ガス」

が大気中に大量に放出され、近年の世界

の平均気温が過去 1300 年間を見ても例

を見ない急上昇の値を示しており、現在

地球は温暖化の傾向にあると報告されて

います。

                                                     
 河川の BOD: 河川の BOD(生物化学的酸素要求量)は、最も一般的な水質指標であり、水中の有機物などの
量を、その酸化分解のために微生物が必要とする酸素の量で表したものである。値が大きいほど腐敗性物質
が多く、水質が悪いと判断することができる。

出展：気象庁 HP 

第１章第４節 21ʼいいだ環境プランの政策体系と推進体制
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